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第２章第２章第２章第２章    川西町の子ども・子育てに関する現状川西町の子ども・子育てに関する現状川西町の子ども・子育てに関する現状川西町の子ども・子育てに関する現状     
１．位置、地勢１．位置、地勢１．位置、地勢１．位置、地勢    川西町は奈良県北西部の町で、町域は大和川を北限とし、寺川・飛鳥川・曽我川などの河川が大和川に合流する地点にあり、町の全体が平坦な地形であります。 町の面積は 5.94k ㎡で、北は安堵町と大和郡山市、東は天理市、南は三宅町、西は河合町の２市３町に隣接しています。 平成 26 年６月１日現在の人口は 8,795 人です。  

 

【川西町位置図】                         
川西町川西町川西町川西町    
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２．人口の推移２．人口の推移２．人口の推移２．人口の推移    

（１） 総人口及び 15 歳未満人口の推移  ■ 総人口及び 15 歳未満人口の推移                         （人）  総人口 15 歳未満人口 平成 ２ 年 9,650 1,739 平成 ７ 年 9,847 1,483 平成 12 年 9,422 1,246 平成 17 年 9,174 1,181 平成 22 年 8,653 1,094 平成 23 年 8,849 1,082 平成 24 年 8,899 1,084 平成 25 年 8,834 1,079 資料：平成 22 年までは国勢調査、平成 23 年以降は住民基本台帳（各年 10 月 1 日）    
（２） 年齢別３区分人口の推移  ■ 年齢別３区分人口の推移                            （人）   15 歳未満 15～64 歳 65 歳以上 平成 ２ 年 1,739 6,697 1,214 平成 ７ 年 1,483 6,860 1,504 平成 12 年 1,246 6,443 1,733 平成 17 年 1,181 6,007 1,986 平成 22 年 1,094 5,274 2,280 平成 23 年 1,082 5,415 2,352 平成 24 年 1,084 5,362 2,453 平成 25 年 1,079 5,222 2,533 資料：平成 22 年までは国勢調査、平成 23 年以降は住民基本台帳（各年 10 月 1 日）  
（３） 自然動態の状況 ■ 自然動態の推移                                 （人） 

資料：人口動態統計  
 

 出生 死亡 自然増減 平成 22 年 64 87 △23 平成 23 年 47 82 △35 平成 24 年 55 99 △44 平成 25 年 - - - 
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（４） 出生の状況 出生の状況について、出生率（人口千対比）の推移をみると、川西町では県及び全国を下回って推移しています。 
 

 ■ 出生率の推移                             （人口千対比） 
資料：人口動態統計  

  
（５） 合計特殊出生率の状況 出産可能年齢（15～49 歳）の女性に限定し、各年齢ごとの出生率を合計し、１人の女性の生涯で何人の子どもを産むのかを推計した合計特殊出生率の推移をみると、全国及び県では横ばいから増加傾向にありますが、川西町では減少から増加傾向がみられます。 
 ■ 合計特殊出生率の推移 

資料：人口動態統計   
（６） 婚姻等の動向 婚姻数、離婚数をみると、婚姻数は微減・横ばいにありますが、離婚数は増加傾向にあります。 

    ■ 婚姻・離婚の推移 
資料：人口動態統計  

  川西町 奈良県 全国 平成 22 年 7.5 7.7 8.5 平成 23 年 5.6 7.5 8.3 平成 24 年 6.3 7.7 8.2 平成 25 年 - - - 

 川西町 奈良県 全国 平成 22 年 1.23 1.29 1.39 平成 23 年 0.96 1.27 1.39 平成 24 年 1.16 1.32 1.41 平成 25 年 - - - 

 婚姻数 （件） 婚姻率 （人口千対比） 離婚数 （件） 離婚率 （人口千対比） 平成 22 年 36 4.2 9 1.06 平成 23 年 34 4.0 16 1.89 平成 24 年 34 3.9 19 2.17 平成 25 年 - - - - 



4  

（７） 人口推計 平成 25 年の住民基本台帳（10 月１日現在）に基づく、コーホート変化率法※による人口推計では、本計画の最終年である平成 31 年には町の総人口は 8,514 人になり、今後５年で緩やかに人口が減少することが予測されます。  ※コーホート変化率法：あるコーホート(同時出生集団)の一定期間における人口の変化率に着目し、その変化率が対象地域の年齢別人口変化の特徴であり、将来にわたって維持されるものと仮定して、将来人口を算出する方法。  ■ 人口推計（総人口）                                （人）  平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 平成 31 年 総人口 8,736 8,690 8,629 8,574 8,514 
 また、人口推計から年齢別３区分人口をみると、15 歳未満と 15～64 歳は減少し、65 歳以上が増加します。 本計画の最終年である平成 31 年には 15 歳未満は 977 人に減少し、65 歳以上は 2,850人に増加し、さらなる少子・高齢化の傾向がみられます。   ■ 人口推計（３区分別）                              （人）  平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 平成 31 年 15 歳未満 1,063 1,046 1,033 1,000 977 15～64 歳 4,985 4,884 4,799 4,728 4,687 65 歳以上 2,688 2,760 2,797 2,846 2,850 
  

３．家庭・就労の状況３．家庭・就労の状況３．家庭・就労の状況３．家庭・就労の状況    

（１） 世帯数の推移  ■ 世帯数及び世帯当たり人員の推移                    （世帯、人） 
資料：住民基本台帳（各年 10 月 1 日）   

 世帯数 世帯当たり人員 平成 22 年 3,364 2.6 平成 23 年 3,410 2.6 平成 24 年 3,463 2.6 平成 25 年 3,479 2.5 
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（３） 子どものいる世帯の状況  ■ 子どものいる世帯の推移                          （世帯） 
資料：国勢調査   

（４） 就業の状況 

    ■ 男女別就業者数                     （人） 川西町 奈良県 男性 女性 総数 男性 女性 総数 2,201 1,527 3,728 345,070 251455 596,525 59.0% 41.0%  57.8% 42.2%  資料：平成 22 年国勢調査  ■ 女性の年齢別就業率                                （％） 

資料：平成 22 年国勢調査   

 ６歳未満同居世帯 18 歳未満同居世帯 平成７年 363 1,079 平成 12 年 327 901 平成 17 年 329 840 平成 22 年 305 758 

年齢 川西町 奈良県 15～19 歳  13.8 20～24 歳  66.4 25～29 歳  77.0 30～34 歳  64.4 35～39 歳  60.2 40～44 歳  65.1 45～49 歳  68.4 50～54 歳  64.3 55～59 歳  52.4 60～64 歳  36.1 65～69 歳  21.4 70～74 歳  13.5 75～79 歳  8.2 80～84 歳  5.3 85 歳以上  2.1 
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■ 産業部門※別就業者数                    （人） 第１次産業 就業者 第２次産業 就業者 第３次産業 就業者 不詳 就業者 総数 87 1,128 2,442 71 3,728 資料：平成 22 年国勢調査  ※産業部門 第１次産業：自然界に働きかけて直接に富を取得する産業（農業、林業、漁業）  第２次産業：第１次産業が採取・生産した原材料を加工して富を作り出す産業（鉱業、採石業、砂利採取業、製造業、建設業）  第３次産業：第１次産業にも第２産業にも分類されない産業（電気・ガス・熱供給・水道業、情報通信業、運輸業、郵便業、卸売業、小売業、金融業、保険業、不動産業、物品賃貸業、学術研究、専門・技術サービス業、宿泊業、飲食サービス業、生活関連サービス業、娯楽業、教育、学習支援業、医療、福祉、複合サービス事業、サービス業（他に分類されないもの）、公務（他に分類されるものを除く）      ■ 産業大分類別就業者数（上段：総数、中段：男性、下段：女性）            （人） 農業 林業 うち 農業 漁業 鉱業 採石業砂利採取業 建設業 製造業 電気・ガス・ 熱供給 水道業 情報 通信業 運輸業郵便業 卸売業小売業 金融業保険業 87 87 - - 207 921 21 66 197 641 111 62 62 - - 176 626 19 51 165 355 52 25 25 - - 31 295 2 15 32 286 59 不動 産業 物品 賃貸業 学術 研究、 専門・技術 サービス業 
宿泊業飲食サービス業 生活関連サービス業 娯楽業 教育 学習 支援業 医療 福祉 複合サービス事業 サービス業（他に分類されないもの） 

公務（他に分類されるものを除く） 
分類不能の産業 総数 

45 93 148 124 194 394 29 212 167 71 3,728 33 65 65 51 82 91 18 134 116 40 2,201 12 28 83 73 112 303 11 78 51 31 1,527 資料：平成 22 年国勢調査  
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４．子どもの状況と子育ての実態４．子どもの状況と子育ての実態４．子どもの状況と子育ての実態４．子どもの状況と子育ての実態    

（１） 就学前児童の状況  ■ 町内の保育所・幼稚園     町内では、全体の児童数が減少している中で、家庭等で過ごす就学前児童の割合が減少し、保育所、幼稚園に通う児童の割合が増加傾向にあります。  ■ 就学前児童の状況                    （人）         

名         称 施 設 の 種 類 川西幼稚園 町立幼稚園 成和保育園 認可保育所 
 保育所 幼稚園 家庭・その他 合計 平成 22 年 124 29.2% 123 29.0% 177 41.7% 424 平成 23 年 139 34.9% 119 29.9% 140 35.2% 398 平成 24 年 145 35.9% 118 29.2% 141 34.9% 404 平成 25 年 150 37.3% 132 32.8% 120 29.9% 402 資料：学校調査票（各年 5 月 1 日），福祉行政報告例 第 54 保育所・在所者（各年 10 月 1 日）  
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（２） 川西小学校の児童の状況   ■ 小学校児童数         （人） 
 

 

 

 

 

 

   
（３） 放課後児童クラブ（学童保育）の状況 

 ■ 放課後児童クラブ（学童保育）の状況                 （人）            
 

（４） 放課後子ども教室の状況 平成 19 年度より国において、「放課後子どもプラン」※に基づく「放課後子ども教室推進事業」が創設されました。この事業は、すべての子どもを対象とし、安全・安心な子どもの活動拠点（居場所）を設け、地域の方々の参画を得て、子どもたちと共に勉強やスポーツ・文化活動、地域住民との交流活動等の取組みを推進する事業です。 川西町においては、子どもの居場所づくりとして、子ども合唱団・和太鼓・お琴の講座を開設し、教師や地域住民のボランティアを指導者として、活動を推進しています。 ※放課後子どもプランとは、地域社会の中で、放課後や週末等に子どもたちが安全で安心して、健やかに育まれるよう、文部科学省の「放課後子ども教室推進事業」と厚生労働省の「放課後児童健全育成事業」を一体的あるいは連携して実施するものです。 
 

 

 児童数 平成 22 年 441 平成 23 年 431 平成 24 年 431 平成 25 年 429 
 対象児童数 登録者数 平成 22 年（1 年～3 年） 214 34 平成 22 年（4 年～6 年） 227 7 平成 23 年（1 年～3 年） 218 36 平成 23 年（4 年～6 年） 213 14 平成 24 年（1 年～3 年） 220 45 平成 24 年（4 年～6 年） 211 5 平成 25 年（1 年～3 年） 216 41 平成 25 年（4 年～6 年） 213 8 

資料：学校調査票（各年 5 月 1 日） 

資料：学校調査票（各年 5 月 1 日），川西学童保育所入所者集計（各年 5 月 1 日） 
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■ 放課後子ども教室の状況                            （人）                 
 

 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 登録人数 83 85 92 91 
月別の平均参加人数 

５月 65 77 76 78 ６月 72 74 83 72 ７月 61 74 77 69 ８月 64 68 65 66 ９月 66 76 79 77 10 月 57 73 79 79 11 月 59 68 71 75 12 月 64 72 76 56 １月 55 67 68 67 ２月 66 70 72 75 ３月 68 75 79 78 資料：和太鼓講座・少年少女合唱団・子どもお琴講座集計 （４月は募集期間のため開催無し） 
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５．アンケート調査５．アンケート調査５．アンケート調査５．アンケート調査    の結果の結果の結果の結果    

（１） 調査の方法等 「川西町子ども・子育て支援事業計画策定のためのアンケート調査」を平成 26 年１月～２月に実施（アンケート調査票の配布、調査、回収）しました。調査対象は、平成 25年 12 月１日現在、川西町在住の０歳から小学５年生までの児童が同居する世帯（悉皆調査）の就学前児童、小学生それぞれ一番年下の児童です。 調査方法は、調査票を対象児童宛（町内の保育所（園）・幼稚園・小学校等に通園・通学していない児童）に郵送し、無記名で郵便により返送してもらい、それ以外の児童については、保育所（園）・幼稚園・小学校等で配布し、無記名で保育所（園）・幼稚園・小学校等で回収しました。  【調査票の配布数と回収数】 配布数 334 通、回収数   196 通、回収率 58.7%（就学前児童） 配布数 297 通、回収数   226 通、回収率 76.1%（小学生） 配布数 631 通、回収数   422 通、回収率 66.9%（合計） 
 

（２） 調査結果の概要 

 

 

６．次世代６．次世代６．次世代６．次世代育成支援育成支援育成支援育成支援行動行動行動行動計画の進捗状況計画の進捗状況計画の進捗状況計画の進捗状況        

 

（１） 後期計画の施策の体系 

 

（２） 進捗状況の概要 

 

（３） 施策の変更等     


